
 

ERATO ○○○○○プロジェクト実施に係る協定書 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構（以下「甲」という。）、国立大学法人○○大学（以

下「乙」という。）は、甲の戦略的創造研究推進事業の総括実施型研究における ERATO

○○○○○プロジェクト（以下「プロジェクト」という。）の実施に関し、次のとおり

協定を締結する。 

 

（用語の定義） 

第１条 本協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）「研究総括」とは、プロジェクトの総責任者であって、企画推進業務を統括する

ことを責務とする者のことをいう。 

（２）「企画推進業務」とは、プロジェクト研究推進業務、研究業務、及び管理業務の

ことを総称していう。 

（３）「プロジェクト研究推進業務」とは、研究計画及び予算計画の企画立案、成果展

開の企画推進、アウトリーチ活動等の開催支援、プロジェクトの研究成果の情報

収集・発信、知的財産管理、外部発表管理、研究付帯業務、評価会や報告会、甲

及びプロジェクト実施研究機関（乙を含む。以下同じ。）との連絡調整、甲の発

注業務への対応、研究員等の相談対応等を総称していう。 

（４）「研究業務」とは、プロジェクト実施研究機関が実施するプロジェクトの研究を

いう。  

（５）「管理業務」とは、乙において実施する、プロジェクトの運営に係る、経理事務、

人事、安全・衛生、施設管理・保守等の業務を総称していう。 

（６）「プロジェクト・ヘッドクォーター」とは、プロジェクト研究推進業務の遂行に

おいて研究総括を補佐する、乙に設置されたプロジェクトの中心的な組織をいう。 

（７）「研究総括補佐」とは、企画推進業務において、研究総括を補佐する人員をいう。 

（８）「参加研究員」とは、研究業務に参加する研究員、技術員、研究補助員、学生な

どを個別に又は総称していう。 

（９）「研究推進要員」とは、プロジェクト・ヘッドクォーターにおいて、プロジェク

ト研究推進業務を遂行する人員をいい、研究推進主任及び研究推進員から構成さ

れる。 

（１０）「研究推進主任」とは、研究推進要員の内、研究総括の指揮命令に基づいてプ

ロジェクト研究推進業務の遂行を統括する、乙により雇用された者のことをいう。 

（１１）「研究推進員」とは、研究推進要員の内、研究推進主任の業務を補佐するとと

もに、プロジェクト研究推進業務に必要な各種庶務業務を行う、乙で雇用された

者のことをいう。 



 

 

（基本合意） 

第２条 甲は、甲が実施した事前評価に基づき、乙に属する○○○○[研究者名]を別紙

に示すプロジェクトの研究総括に選定し、乙はこれを承認する。 

２ 甲及び乙は、研究総括が企画推進業務を効果的に進めるため、協働してプロジェク

トを実施することに合意する。 

 

（プロジェクトの実施期間） 

第３条 プロジェクトは、○○年○○月○○日から○○年○○月○○日まで実施する。 

２ 甲は、プロジェクトの実施期間を、前項の規定にかかわらず、合理的な理由がある

場合に延長又は短縮することができる。この場合、甲及び乙は協議の上、必要な措置

をとることとする。 

 

（実施分担） 

第４条 甲及び乙が協働してプロジェクトを実施するにあたり、以下の実施分担を定め

る。 

（１）甲は、次の（ア）から（ウ）に定める役割を担当する。 

（ア）研究総括が策定する研究計画及び予算計画を確認・承認し、研究計画及び予算

計画に基づくプロジェクトの実施に必要な経費を、プロジェクト実施研究機関

に支払う。 

（イ）甲が設置する外部有識者等から構成される委員会において、プロジェクトの進

捗状況を把握するとともに、その結果等は必要に応じて、研究総括が策定する

研究計画及び予算計画に反映させるものとする。 

（ウ）プロジェクト研究推進業務に関する知識やノウハウを乙に提供するとともに、

プロジェクト研究推進業務を乙と協力して遂行する。 

（２）乙は、次の（ア）から（ウ）に定める役割を担当する。 

（ア）甲が承認した研究計画及び予算計画に従い、研究業務及び管理業務、並びにプ

ロジェクト研究推進業務を甲と協力して遂行する。 

（イ）甲の諸規程及び甲が必要に応じて作成する事業実施要領を遵守してプロジェク

トを実施する。 

（ウ）研究総括が第１条第１号に規定する責務を全うできるよう、管理・監督を行う

ものとする。 

２ 甲及び乙は、研究総括とともに、プロジェクト研究推進業務のうち特に成果展開に

関する方策については、具体策を立案及び遂行する。 

３ 甲及び乙は、プロジェクトの実施にあたり、互いに積極的なコミュニケーションを

図り、互いの分担業務について、適宜情報を共有する。 



 

 

（参加研究者等の雇用及び参加） 

第５条 乙は、研究総括の依頼に基づき、研究業務に必要な参加研究員を雇用するもの

とする。 

２ 乙は、研究総括の依頼に基づき、プロジェクト研究推進業務に必要な研究推進主任

を雇用するものとする。 

３ 乙は、研究総括の依頼に基づき、プロジェクト研究推進業務に必要な研究推進員を

雇用するものとする。 

４ 乙は、研究総括の依頼に基づき、研究総括が行う企画推進業務を補佐する人員とし

て、参加研究員又は研究推進要員の中から研究総括補佐を任命できるものとする。 

５ 乙は、研究総括と相談の上、必要に応じて管理業務に従事する者を雇用することが

できる。 

６ 乙は、研究推進要員が業務を円滑に行えるよう必要な調整を行わなければならない。 

７ 乙は、参加研究員及び研究推進要員の独創的な発想による、研究業務及びプロジェ

クト研究推進業務の活性化の観点から、参加研究員及び研究推進要員に対し、可能

かつ適正な範囲において教育活動への参加、研修受講等の措置を講じ、もって参加

研究員及び研究推進要員の独創性の啓発に努めるものとする。 

 

（研究契約等） 

第６条 甲は、研究業務及びプロジェクト研究推進業務の実施及びそれらの経費負担に

ついて、必要な手続き、方法及び諸条件等を定めた研究契約を別途、乙と締結する。 

２ 甲及び乙は協議の上、必要に応じて乙以外の機関をプロジェクトに参画させること

ができるものとする。 

３ 本協定書と第１項に定める研究契約との間に矛盾が生じる場合は、第１項に定める

研究契約の定めが優先して適用されるものとする。 

 

（甲の職員の派遣） 

第７条 甲は、第４条に定める甲の実施分担の遂行に必要な場合、乙と協議の上、甲の

職員を乙に派遣することができるものとする。 

２ 甲は、前項に定める職員の派遣に伴う経費を負担するものとする。 

 

（知的財産の確保） 

第８条 甲及び乙は、プロジェクトの実施にあたり、知的財産の確保に努めなければな

らない。 

 

（解除） 



 

第９条 本協定は、第１２条に定める期間が満了したときをもって終了する。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、本協定を解除することができる。本協定の

解除を申し出るときは、他の当事者に対し解除日の２ヶ月前までに解除の申し出をし

なければならない。 

３ 甲は、乙が本協定に違反し、甲が是正するように催告したうえで甲の定める期限ま

でに是正されないと判断するときは、本協定の全部又は一部を解除することができる。 

４ 甲は、次の各号の一に該当するとき、直ちに本協定の全部又は一部を解除すること

ができる。 

（１）研究総括、研究総括補佐、参加研究員及び研究推進要員による不正又は不適切な

行為等を行った事実を甲又は乙が認定したとき 

（２）乙において、研究総括が停職以上の懲戒処分を受けたとき 

（３）研究総括が第１条第１号に規定する責務を果たせないと甲が判断したとき 

（４）第６条に基づき、甲と乙が締結した研究契約が、理由を問わず終了したとき 

５ プロジェクトの運営において、研究総括の異動等やむを得ない事由がある場合には、

甲及び乙は、協議の上で、本協定の全部又は一部を終了することができる。 

６ 甲は、本条に基づく解除又は本協定の終了により、乙に生じた損害について、損害

賠償等の責任を一切負わないものとする。 

７ 本協定が期間満了その他の理由により終了した場合は、第６条第１項に基づき締結

された、甲乙間で締結された研究契約も、当然に終了する。 

 

（協議） 

第１０条 本協定の変更若しくは終了が必要な場合、又は本協定の運用等に関する疑義

等が生じた場合は、甲及び乙は協議して解決を図るものとする。甲及び乙は、かかる

協議に対し、誠意を持って対応しなければならない。 

 

（裁判管轄） 

第１１条 本協定に関連する両当事者間の紛争については、東京地方裁判所を第一審の

専属的合意管轄裁判所とし、日本法を準拠法とする。 

 

（有効期間） 

第１２条 本協定の有効期間は、締結日にかかわらず、○○年○○月○○日から○○年

○○月○○日とする。  

２ 前項の規定にかかわらず、第９条第６項及び第１１条の規定は、有効期間終了後又

は本協定が解除された場合であっても存続するものとする。 

 

本協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲及び乙それぞれ記名捺印の上、



 

各自１通を保管する。 

 

 ○○年○○月○○日 

 

 

 

 

 

 

 

（甲） 埼玉県川口市本町４丁目１番８号 

 国立研究開発法人科学技術振興機構 

 理事長    ○ ○  ○ ○ 

 

 

（乙） ○○県○○市○丁目○番○号 

 国立大学法人○○大学 

 学長     ○ ○  ○ ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

 

ERATO○○○○プロジェクト研究計画書 

 

１.プロジェクト名 

（ERATO○○○○プロジェクト） 

 

２.プロジェクトの目的及び内容 

（本契約にかかる研究内容について記載） 

 

３.研究総括 

（研究総括氏名、研究機関における所属・役職を記載） 

 

 

 


